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本マニュアルの目的と使い方
本マニュアルは、市民、道路管理者・警察などの行政の担当者に対して、今後の生活道路における
ゾーン対策の基本的考え方と進め方、および具体的な手法に関する情報を提供し、交通の安全性や円
滑性の向上に加え、より良い地区環境の創造に資することを目的として整理したものです。
本マニュアルは、以下の構成としています。

第Ⅰ部：ゾーン対策の進め方

生活道路のゾーン対策の考え方、進め方について、以下の手順で整理しています。
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（1） 自転車通行
（2）  物理的デバイスの看板・

表示
（3）  寒冷地、積雪地、積雪

寒冷地での物理的デバ
イスの設置

（1）最高速度 30km/h の区域規制
（2）大型車等通行止め
（3）歩行者用道路
（4）一方通行
（5）駐車禁止と駐車可
（6）路側帯の設置・拡幅
（7）一時停止規制

（1）ハンプ
（2）狭さく
（3）シケイン
（4）遮断
（5）ライジングボラード

第Ⅱ部：対策手法と留意点

ゾーン対策の手法について、交通規制等と物理的デバイスの特徴、主な組み合わ
せ事例や適用上の留意点を整理しています。

交通規制等
（ソフト的手法）

物理的デバイス
（ハード的手法）

留意点

技術基準
（H28.3）
に適合

第Ⅲ部：生活道路対策の事例

生活道路対策の実施事例について、計画から実施・評価に至るプロセスも含めて
整理しています。

（1）茨城県つくば市
（2）千葉県船橋市
（3）神奈川県綾瀬市
（4）千葉県鎌ケ谷市
（5）東京都文京区
（6）静岡県静岡市
（7）滋賀県栗東市

（1）通学路での生活道路対策
（2）中心市街地の生活道路対策
（3）密集市街地の生活道路対策
（4）観光まちづくりと生活道路対策
（5）バリアフリーと生活道路対策
（6）市民参加と生活道路対策
（7） ライジングボラードを活用した生活道路

対策

生活道路のゾーン対策事例 各種取り組みと生活道路対策
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（五十音順） 

　交通工学研究会では、1996年「コミュニティ・ゾーン形成マニュアル」、2000年「コミュニティ・ゾ

ーン実践マニュアル」、2004年「コミュニティ・ゾーンの評価と今後の地区交通安全」、そして、2011

年「生活道路のゾーン対策マニュアル」を出版し、対策の推進に努めてきました。このマニュアル出版

からの5年間に、全国各地の皆様のご尽力により、生活道路対策における新たな制度が始まり、実践的

な取り組みが数多くなされてきました。これを、より広く普及し、対策をさらに推進していくことを目

指し、この5年間における最新の制度・取り組み・知見を加筆した改訂マニュアルを出版いたします。

　改訂のポイントは、2011年から行われている「ゾーン30」の整備、そして2016年3月「凸部、狭窄部

及び屈曲部の設置に関する技術基準」への完全対応です。技術基準への適合はもちろん、ライジングボ

ラードや雪寒地域での対応など、新たな知見も導入しています。物理的デバイスを含めた対策実施に活

用いただけます。通学路合同点検やビッグデータ活用なども加えて、大幅な見直しと追記をしておりま

す。最新の事例も追加し、地区選定から手法選定に至るプロセスを、理論と実践から理解できるように

しております。

　これからゾーン対策をはじめようとする地区にも、いまのゾーン30をさらにステップアップしていこ

うとする地区にも、この一冊で「基礎から実践まで」を網羅しています。最新情報を必要とする実務者

の方にも、生活道路や通学路を守る市民の方にも、広くご一読いただきたい一冊です。

生活道路に関する検討小委員会  委員長 久保田 尚




